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令和６年度八千代町一般会計補正予算（第１号） 

 

 

 令和６年度八千代町の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 

 （ 歳入歳出予算の補正 ） 

 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５９７，２２７千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入 

歳出それぞれ９，２９１，２２７千円とする。 

 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、  

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

   令和６年６月６日 提出 

 

                                 八千代町長  野 村  勇  



歳   入 （単位：千円）

15

1 国 庫 負 担 金

2 国 庫 補 助 金

16

2 県 補 助 金

19

2 基 金 繰 入 金

20

1 繰 越 金

　　　　　　　  歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 8,694,000 597,227 9,291,227

繰 越 金 153,000 241,965 394,965

153,000 241,965 394,965

繰 入 金 763,307 137,423 900,730

763,304 137,423 900,727

県 支 出 金 825,731 296 826,027

319,332 296 319,628

875,553 2,380 877,933

96,795 215,163 311,958

計

国 庫 支 出 金 980,119 217,543 1,197,662

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

款 項 補 正 前 の 額 補  正  額

- 1 -



- 2 -

歳   出 （単位：千円）

2

1 総 務 管 理 費

7 交 通 安 全 対 策 費

3

1 社 会 福 祉 費

2 児 童 福 祉 費

4

1 保 健 衛 生 費

2 清 掃 費

5

1 農 業 費

6

1 商 工 費

7

1 道 路 橋 梁 費

9

2 小 学 校 費

5 社 会 教 育 費 188,341 1,500 189,841

                歳          出          合          計 8,694,000 597,227 9,291,227

教 育 費 800,409 2,529 802,938

78,685 1,029 79,714

土 木 費 697,779 126,000 823,779

310,296 126,000 436,296

商 工 費 42,024 1,500 43,524

42,024 1,500 43,524

農 林 業 費 798,655 66,520 865,175

798,655 66,520 865,175

283,272 5,566 288,838

267,673 1,000 268,673

1,166,367 3,080 1,169,447

衛 生 費 550,945 6,566 557,511

民 生 費 3,025,628 215,367 3,240,995

1,859,261 212,287 2,071,548

1,360,244 178,645 1,538,889

15,889 100 15,989

計

総 務 費 1,622,810 178,745 1,801,555

款 項 補 正 前 の 額 補  正  額
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1 総 　括
（単位：千円）

15

16

19

20 繰 越 金 153,000 241,965 394,965

歳　　入　　合　　計 8,694,000 597,227 9,291,227

県 支 出 金 825,731 296 826,027

繰 入 金 763,307 137,423 900,730

計

国 庫 支 出 金 980,119 217,543 1,197,662

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

歳   入

款 補 正 前 の 額 補  正  額



 

　歳　出 （単位：千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 計

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

2 総 務 費 1,622,810 178,745 1,801,555 178,745

3 民 生 費 3,025,628 215,367 3,240,995 214,571 796

4 衛 生 費 550,945 6,566 557,511 3,268 3,298

5 農 林 業 費 798,655 66,520 865,175 66,520

6 商 工 費 42,024 1,500 43,524 1,500

7 土 木 費 697,779 126,000 823,779 126,000

9 教 育 費 800,409 2,529 802,938 2,529

8,694,000 597,227 9,291,227 217,839 379,388歳　　出　　合　　計

補    正    額    の    財    源    内    訳

款 特    定    財    源
一般財源
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２　歳　入
- 6 -

（単位：千円）（款） 15 （項） 1

金　額

2 0 2,380 3 感染症対策費負担 2,380 新型コロナウイルス予防接種健康被害給付費負担金 2,380
金

（款） 15 （項） 2

1 23,784 211,491 1 総務費国庫補助金 211,491 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（低所得者支

援給付金） 101,784
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（定額減税補

足給付金） 109,707

2 32,855 3,080 2 児童福祉費補助金 3,080 児童手当制度改正実施円滑化事業補助金 3,080

3 12,210 592 2 母子保健衛生費補 592 出産・子育て応援交付金 592
助金

（款） 16 （項） 2

3 5,723 296 1 保健衛生費補助金 296 出産・子育て応援交付金 296

（款） 19 （項） 2

1 388,000 137,423 1 財政調整基金繰入 137,423 財政調整基金繰入金 137,423
金

（款） 20 （項） 1

1 153,000 241,965 1 前年度繰越金 241,965 前年度繰越金 241,965

繰越金 繰越金

繰越金 394,965

繰入金 基金繰入金

財政調整基金繰入 525,423
金

計 763,304 137,423 900,727

県支出金 県補助金

衛生費県補助金 6,019

計 319,332 296 319,628

民生費国庫補助金 35,935

衛生費国庫補助金 12,802

計 96,795 215,163 311,958

国庫支出金 国庫補助金

総務費国庫補助金 235,275

衛生費国庫負担金 2,380

計 875,553 2,380 877,933

目 補正前の額 補 正 額 計

国庫支出金 国庫負担金

節

区　分
説　　明



（款） 20 （項） 1

一般会計

繰越金 繰越金

計 153,000 241,965 394,965
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３　歳　出
- 8 -

（単位：千円）（款） （項） 1

そ の 他

6 2,100 218,545 2,100 12 委 託 料 2,000 ○まち・ひと・しごと創生事業 2,000

13 使用料及び 100     務委託料 2,000
賃 借 料 ○官学連携事業 100

    バス借上料 100

12 1,100 154,554 1,100 12 委 託 料 1,100 ○庁内情報化推進事業 1,100
    電算処理及びシステム開発・
    改修委託料 1,100

19 175,445 414,959 175,445 7 報 償 費 131,643 ○ふるさと納税推進事業 175,445

11 役 務 費 40,944     通信運搬費 39,385

25 寄 附 金 2,858     災害支援代理寄附金 2,858

（款） （項） 7

1 100 14,501 100 18 負担金､補助 100 ○交通安全対策事業 100
及び交付金     自転車用ヘルメット購入補助

    金 100

（款） （項） 1

1 796 355,616 796 27 繰 出 金 796 ○国民健康保険特別会計繰出金事
  業 796
    国民健康保険特別会計繰出金 796

15 211,491 211,491 1 報 酬 1,512 ○低所得者支援給付金給付費 101,274

総務費

低所得者 0 211,491

100

3 民生費 社会福祉費

社会福祉 354,820

対策推進
費

計 15,889 100 15,989

178,645

2 総務費 交通安全対策費

交通安全 14,401

計 1,360,244 178,645 1,538,889

    ふるさと納税謝礼 131,643納税推進
事業費

    配送一元化データ処理手数料 1,559

備費

ふるさと 239,514

ＯＡ化整 153,454

企画費 216,445
    地方創生拠点整備事業設計業

目 補正前の額 補 正 額 計

2 総務費 総務管理費

補  正  額  の  財  源  内  訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明



（款） （項） 1

4 共 済 費 164     消耗品費 150

8 旅 費 29     手数料 154

10 需 用 費 350     電算処理業務委託料 400

11 役 務 費 1,291 ○低所得者支援給付金給付費会計

12 委 託 料 3,575     会計年度任用職員報酬 500

18 負担金､補助 204,570 ○定額減税補足給付金給付費 108,512
及び交付金     消耗品費 200

    通信運搬費 552
    口座振込手数料 345
    システム改修委託料 2,145
    電算処理業務委託料 700
    定額減税補足給付金 104,570
○定額減税補足給付金給付費会計
  年度任用職員人件費 1,195
    会計年度任用職員報酬 1,012
    会計年度任用職員社会保険料 148
    会計年度任用職員雇用保険料 16
    会計年度任用職員費用弁償 19

（款） （項） 2

2 3,080 968,807 12 委 託 料 3,080 ○児童手当支給事業 3,080
    児童手当システム改修業務委
    託料 3,080

（款） （項） 1

2 2,380 105,909 18 負担金､補助 2,380 ○予防接種事業 2,380

一般会計

4 衛生費 保健衛生費

予防費 103,529 2,380

費

計 1,166,367 3,080 1,169,447 3,080

3 民生費 児童福祉費

児童措置 965,727 3,080

計 1,859,261 212,287 2,071,548 211,491 796

    会計年度任用職員費用弁償 10

    低所得者支援給付金 100,000

  年度任用職員人件費 510

補足給付
    システム改修業務委託料 330金給付費

3 民生費 社会福祉費

支援及び
    通信運搬費 240定額減税
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（単位：千円）（款） （項） 1

そ の 他

及び交付金     予防接種健康被害給付金 2,380

4 2,000 22,508 2,000 18 負担金､補助 2,000 ○母子保健事業 2,000
及び交付金     不妊治療費助成金 2,000

8 1,186 12,614 298 1 報 酬 981 ○出産・子育て応援交付金事業 △100

3 職員手当等 205 ○出産・子育て応援交付金事業会

7 報 償 費 △100     会計年度任用職員報酬 981

8 旅 費 100     会計年度任用職員勤勉手当 93
    会計年度任用職員費用弁償 100

（款） （項） 2

1 1,000 268,673 1,000 18 負担金､補助 1,000 ○一般廃棄物減量化推進事業 1,000
及び交付金     ごみ集積所施設整備費補助金 1,000

（款） （項） 1

3 66,520 223,708 66,520 18 負担金､補助 66,520 ○農業団体等支援事業 66,520
及び交付金     八千代町主力産品振興助成金 66,520

（款） （項） 1

3 1,500 6,881 1,500 18 負担金､補助 1,500 ○イベント事業 1,500

66,520

6 商工費 商工費

観光費 5,381

費

計 798,655 66,520 865,175

1,000

5 農林業費 農業費

農業振興 157,188

費

計 267,673 1,000 268,673

2,298

4 衛生費 清掃費

清掃総務 267,673

計 283,272 5,566 288,838 3,268

    会計年度任用職員期末手当 112

△100育て応援
交付金事

  計年度任用職員人件費 1,286業費

費

出産・子 11,428 888
    助産師等報償費

説　　明

母子保健 20,508

目 補正前の額 補 正 額 計

4 衛生費 保健衛生費

補  正  額  の  財  源  内  訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額



（款） （項） 1

及び交付金     夏まつり補助金 1,500

（款） （項） 1

2 126,000 226,150 126,000 12 委 託 料 1,000 ○道路維持修繕事業 126,000

14 工事請負費 125,000     託料 1,000
    町道法止工事請負費 2,000
    町道排水整備工事請負費 12,000
    交通安全施設修繕（ガードレ
    ール等）工事請負費 1,500
    町道舗装補修工事請負費 36,000
    幹線道路補修工事請負費 70,000
    町道舗装工事請負費 3,500

（款） （項） 2

1 1,029 71,146 1,029 14 工事請負費 929 ○小学校管理事業 100

18 負担金､補助 100 ○小学校施設管理事業 929
及び交付金     中結城小学校空調設備整備工

    事請負費 929

（款） （項） 5

1 1,500 94,721 1,500 18 負担金､補助 1,500 ○青少年健全育成推進事業 1,500
及び交付金     はたちのつどい実行委員会交

    付金 1,500

一般会計

1,500

総務費

計 188,341 1,500 189,841

1,029

9 教育費 社会教育費

社会教育 93,221

計 78,685 1,029 79,714

    公共下水道事業受益者負担金 100費

126,000

9 教育費 小学校費

学校管理 70,117

計 310,296 126,000 436,296

7 土木費 道路橋梁費

道路維持 100,150
    町道舗装及び排水工事測量委費

6 商工費 商工費

計 42,024 1,500 43,524 1,500
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　　　　　補　　正　　前　　に　　同　　じ　  

　　　　　補　　正　　前　　に　　同　　じ

2　一　　般　　職

　

職員数

（人） 報酬 給料 職員手当 計

補 正 後 160 (68) 76,874 621,018 424,229 1,122,121

補 正 前 160 (66) 74,381 621,018 424,024 1,119,423

比 較 0  (2) 2,493 0 205 2,698

( )内は再任用短時間勤務職員、会計年度任用職員短時間勤務の職員数であり、外数である。

管理職 扶　養 通　勤 特殊勤 時間外 期　末 勤　勉 住　居 宿日直 管理職員特 職員退職手当

手　当 手　当 手　当 務手当 勤務手当 手　当 手　当 手　当 手　当 別勤務手当 組 合 負 担 金

補 正 後 14,388 16,428 7,439 10 19,053 151,006 123,187 4,887 1,390 604 85,837

補 正 前 14,388 16,428 7,439 10 19,053 150,894 123,094 4,887 1,390 604 85,837

比 較 0 0 0 0 0 112 93 0 0 0 0

合  計

209,221

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

1　特　　別　　職

             （単位:千円）

区 分

備   考

（１）　総　　　　括

　　　職員手当の内訳

1,331,342

209,057

164

1,328,480

2,862

給　　　与　　　費
区　　分 共済費



　

　　　　補　　正　　前　　に　　同　　じ  

　

職員数

（人） 報酬 給料 職員手当 計

補 正 後 0 (60) 76,874 0 25,178 102,052

補 正 前 0 (58) 74,381 0 24,973 99,354

比 較 0  (2) 2,493 0 205 2,698

( )内は短時間勤務職員の職員数であり、外数である。

管理職 扶　養 通　勤 特殊勤 時間外 期　末 勤　勉 住　居 宿日直 管理職員特 職員退職手当

手　当 手　当 手　当 務手当 勤務手当 手　当 手　当 手　当 手　当 別勤務手当 組 合 負 担 金

補 正 後 0 0 0 0 0 13,708 11,470 0 0 0 0

補 正 前 0 0 0 0 0 13,596 11,377 0 0 0 0

比 較 0 0 0 0 0 112 93 0 0 0 0

　　　職員手当の内訳

区 分

15,862 117,914

15,698 115,052

164 2,862

    イ　会計年度任用職員              （単位:千円）

区　　分
給　　　与　　　費

共済費 合  計 備   考

    ア　会計年度任用職員以外の職員  
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（2）　給料及び職員手当の増減額の明細

　　　（単位:千円）

区　　分 増　減　額 説　　　明 備　　　考

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 　

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分    

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 205
出産・子育て応援交付金
事業によるもの

　 　

 　

増　減　事　由　別　内　訳

給　　　　料 0

職 員 手 当 205



 　

　　　　　補　正　前　に　同　じ

（3）　給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たりの給与

区　　　　　　　　　分 行　　　一　　　職 行　　　二　　　職

令和 6年 4月 １日現在

平均給料月額（円） 319,722 256,516

平均給与月額（円） 345,329 262,700

平 均 年 齢 （歳） 40.83 51.16

令和 5年 4月 1日現在

平均給料月額（円） 313,109 251,717

平均給与月額（円） 338,079 257,900

平 均 年 齢 （歳） 40.39 50.16

　イ　　初　　任　　給
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　ウ　級別等職員数

等 級 職員数（人） 構成比（％） 等 級 職員数（人） 構成比（％）

1　級 29 19.0 1　級 1 16.7

2　級 18 11.8 2　級 2 33.3

3　級 35 22.8 3　級 3 50.0

4　級 32 20.9   

5　級 13 8.5

6　級 19 12.4

7　級 7 4.6

計 153 100.0 計 6 100.0

1　級 32 21.2 1　級 1 16.7

2　級 21 13.9 2　級 2 33.3

3　級 27 17.9 3　級 3 50.0

4　級 33 21.8    

5　級 12 7.9

6　級 19 12.6

7　級 7 4.7

計 151 100.0 計 6 100.0

区　　　　　分
行　　　　一　　　　職 行　　　　二　　　　職

令和 6年 4月 1日現在

令和 5年 4月 1日現在



級別の標準的な職務内容

区　　分 1　　級 2　　級 3　　級 4　　級 5　　級 6　　級 7　　級

行　一　職

特に高度な技能又
は経験を必要とする
職務

行　二　職

部　長

一般の技能又は労
務に従事する職務
事務補の職務

相当の技能又は経
験を必要とする職務

困難な職務を分掌
する課長

困難な職務を分掌
する課長補佐

課　長

主　事　補
技　師　補
主　　　事
技　　　師

主　　　幹

係　　　長
主　　　任

主　　　査

課長補佐

- 17 -
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　エ　昇給

補　　正　　前　　に　　同　　じ

　オ　期末・勤勉手当  

　カ　定年退職及び勧奨退職に係わる退職手当

補　　正　　前　　に　　同　　じ

　キ　特殊勤務手当

補　　正　　前　　に　　同　　じ

　ク　その他の手当

　
補　　正　　前　　に　　同　　じ

補　　正　　前　　に　　同　　じ



歳 出 予 算 事 業 概 要 書 
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款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]
02款 01項 06目 001200000事業 まち・ひと・しごと創生事業

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　・地方創生拠点整備事業設計業務委託料　 2,000千円
　

2,000

５．主な要求内容 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　(補正予算のため省略) 15 原材料費 合　計 2,000
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 14 工事請負費

13 使用料及び賃借料 予備費
　(補正予算のため省略) 12 委託料 2,000 2,000 27 繰出金

寄附金
３．事業費当初予算比較 11 役務費 26 公課費

10 需用費 25
　まち・ひと・しごと創生法 09 交際費 24 積立金
２．根拠法令又は従来の経緯 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　えた外部人材による適切なサポートを受けることにより、各種事業の推進を図る。 06 恩給及び退職年金 21
　さらに、町が実施するまちの活性化に係る事業に関し、豊富な経験や優れた企画力等を備 05 災害補償費 20 貸付金
　ョンの見直しも併せて行う。 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
　をもって計画期間が終了することにより、第３期総合戦略の策定を行う。また、人口ビジ 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　、令和２年３月に第２期八千代町まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定し、令和６年度 02 給料 17

補正査定
　平成26年12月に施行された「まち・ひと・しごと創生」に基づき、平成28年３月に第１期 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 2,000
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 6. 4. 1～令 7. 3.31 新規･継続 継続 臨･経

県支出金

20,805 22,805

支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 2,000 20,805 22,805 5,552

地方債

0101010200-0000 まちづくり推進課

事業

0012 まち・ひと・しごと創生事業 (簡略番号：014569) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 1号補正 要求時 （単位：千円）

17,253

財
源
内
訳

国庫支出金



款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]
02款 01項 06目 001800000事業 官学連携事業

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

100

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　 15 原材料費 合　計 100
　・教育講演会バス借上料　　　100千円 14 工事請負費
５．主な要求内容 13 使用料及び賃借料 100 100 予備費

12 委託料 27 繰出金

寄附金
　（補正予算のため省略） 11 役務費 26 公課費
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 10 需用費 25

09 交際費 24 積立金
　（補正予算のため省略） 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

３．事業費当初予算比較 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

06 恩給及び退職年金 21
　八千代町高校生キャリアアップ応援事業補助金交付要綱 05 災害補償費 20 貸付金
２．根拠法令又は従来の経緯 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　協力をすることにより、地域の課題解決に向けた取り組みを進める。 02 給料 17
　早稲田大学の地域連携演習講義に対する講師や地元八千代高校の総合的な探求の時間への 01 報酬 16 公有財産購入費

999 1,099

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 100
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

補正査定

事業期間 令 6. 4. 1～令 7. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債
県支出金

事業
1,099 1,099

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 100 999
0018 官学連携事業 (簡略番号：014650) 区　　分 今回補正額

（単位：千円）
総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010200-0000 まちづくり推進課

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 1号補正 要求時

- 21 -
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款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]
02款 01項 12目 000100000事業 庁内情報化推進事業

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　・児童手当制度改正実施円滑化事業に伴うｼｽﾃﾑ改修業務　　550千円【人事給与係】

５．主な要求内容
　・定額減税に伴う給与ｼｽﾃﾑ改修業務　　550千円【人事給与係】

　（補正予算のため省略）

1,100

４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　（補正予算のため省略） 15 原材料費 合　計 1,100
３．事業費当初予算比較 14 工事請負費

13 使用料及び賃借料 予備費
　めている状況である。 12 委託料 1,100 1,100 27 繰出金

寄附金
　自治体ｼｽﾃﾑについては、令和7年度末までに基準に適合する責務があることから準備を進 11 役務費 26 公課費
　年度に庁内ﾈｯﾄﾜｰｸ機器更新、令和5年度には、情報系機器のﾘﾌﾟﾚｰｽの実施を行う。また、 10 需用費 25
　削減を図った。令和2年度に戸籍ｼｽﾃﾑを更新、令和3年度に基幹系ｼｽﾃﾑのﾘﾌﾟﾚｰｽ等、令和4 09 交際費 24 積立金
　れにより、複雑多様化した情報化社会に対応するとともに、電算ｼｽﾃﾑ運用経費と人件費の 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　平成18年4月からｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞを取り入れた分散処理方式による新ｼｽﾃﾑの運用を開始した。こ 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

２．根拠法令又は従来の経緯 06 恩給及び退職年金 21
05 災害補償費 20 貸付金

　るよう事業推進を図る。 04 共済費 19 扶助費
　化・効率化の一層の推進が迫られており、行政サービスの向上と住民のニーズに応えられ 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　地方公共団体においても、行政情報の電子化及びその総合的な利用による行政事務の簡素 02 給料 17

補正査定
　国における電子政府構想に見られるように、情報化社会は急速な発展を遂げている。我々 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 1,100

備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債

140,119 141,219

県支出金

141,219 109,954 31,266

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,100 140,119
事業

0001 庁内情報化推進事業 (簡略番号：000632) 区　　分 今回補正額

（単位：千円）
総務費 項 総務管理費 12 ＯＡ化整備費 所属 0101020100-0000 総務課

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 1号補正 要求時



款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]
02款 01項 19目 000100000事業 ふるさと納税推進事業

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　・災害支援代理寄附金　2,858千円

　・通信運搬費　39,385千円
　・配送一元化データ処理手数料　1,559千円

175,445
５．主な要求内容
　・ふるさと納税謝礼　131,643千円 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

15 原材料費 合　計 175,445
　（補正予算のため省略） 14 工事請負費
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 13 使用料及び賃借料 予備費

12 委託料 27 繰出金

寄附金 2,858 2,858
　（補正予算のため省略） 11 役務費 40,944 40,944 26 公課費
３．事業費当初予算比較 10 需用費 25

09 交際費 24 積立金
　・所得税法第78条（寄附金控除） 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　・地方税法第37条の2、第314条の7（寄附金税額控除） 07 報償費 131,643 131,643 22 償還金､利子及び割引料

２．根拠法令又は従来の経緯 06 恩給及び退職年金 21
05 災害補償費 20 貸付金

　名度向上並びに交流人口、関係人口の増加、自主財源の確保を目指すもの。 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
　制度の適正かつ円滑な運用、推進を図ることで、地場産業及び地域経済の活性化、町の知 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　治体に対して自らの意志で寄附による貢献ができる制度である。 02 給料 17
　１．「ふるさと納税」は、生まれ育ったふるさとやゆかりのある地域など、応援したい自 01 報酬 16 公有財産購入費

239,514 414,959

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 175,445
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

補正査定

事業期間 令 6. 4. 1～令 7. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債
県支出金

事業
414,959 56,036 358,924

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 175,445 239,514
0001 ふるさと納税推進事業 (簡略番号：013103) 区　　分 今回補正額

（単位：千円）
総務費 項 総務管理費 19 ふるさと納税推進事業費 所属 0101050200-0000 産業振興課

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 1号補正 要求時

- 23 -
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款 02 07 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]
02款 07項 01目 000200000事業 交通安全対策事業

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

100
　自転車用ヘルメット購入補助金の追加分　　　2千円×50件＝100千円

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

５．主な要求内容 15 原材料費 合　計 100
14 工事請負費

　（補正予算のため省略） 13 使用料及び賃借料 予備費
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 12 委託料 27 繰出金

寄附金
11 役務費 26 公課費

　（補正予算のため省略） 10 需用費 25
３．事業費当初予算比較 09 交際費 24 積立金

08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　八千代町生活安全条例 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　八千代町交通安全対策協議会設置条例 06 恩給及び退職年金 21
　交通安全対策基本法 05 災害補償費 20 貸付金

100 100
２．根拠法令又は従来の経緯 04 共済費 19 扶助費

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　２．交通事故防止のための広報・啓発活動を実施し、住民の交通安全意識の高揚を図る。 02 給料 17

補正査定
　１．交通安全対策を強化するため、交通安全協会や警察等、関連団体との連携を図る。 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 100

備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 6. 4. 1～令 7. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債

1,290 1,390

県支出金

1,390 159 1,232

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 100 1,290
事業

0002 交通安全対策事業 (簡略番号：001506) 区　　分 今回補正額

（単位：千円）
総務費 項 交通安全対策費 01 交通安全対策推進費 所属 0101020400-0000 消防交通課

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 1号補正 要求時



款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]
03款 01項 01目 000500000事業 国民健康保険特別会計繰出金事業

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

５．主な要求内容
　国民健康保険特別会計繰出金　796千円

796
　（補正予算のため省略）

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 15 原材料費 合　計 796
14 工事請負費

796
　（補正予算のため省略） 13 使用料及び賃借料 予備費
３．事業費当初予算比較 12 委託料 27 繰出金 796

寄附金
11 役務費 26 公課費

　国民健康保険法 10 需用費 25
２．根拠法令又は従来の経緯 09 交際費 24 積立金

08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　負担の平準化を行うためにも一般会計からの繰入は必要である。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　庫負担金や保険税だけで事業経費を賄うには、加入者の負担が増大しているため、保険税 06 恩給及び退職年金 21
　面、医療の高度化などにより給付する医療費は増加の一途をたどっている。繰入金なく国 05 災害補償費 20 貸付金
　納付金分、保健事業分等がある。国民健康保険加入者の高齢化、低所得化が進んでいる反 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
　一般会計から繰り入れることは法で定められている。その他、法定外繰入分として、事業 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　）、事務費（職員人件費）、出産育児一時金（町負担は基準給付額の２／３）についてを 02 給料 17
　法定繰入分として、保険基盤安定負担金（保険税軽減分・未就学児軽減分・保険者支援分 01 報酬 16 公有財産購入費

141,468 142,264

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 796
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

補正査定

事業期間 令 6. 4. 1～令 7. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債

29,160
県支出金 71,580 71,580

事業
243,005 243,005

財
源
内
訳

国庫支出金 29,160

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 796 242,209
0005 国民健康保険特別会計繰出金事業 (簡略番号：001614) 区　　分 今回補正額

1 1

（単位：千円）
民生費 項 社会福祉費 01 社会福祉総務費 所属 0101030400-0000 国保年金課

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 1号補正 要求時

- 25 -



- 26 -

款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]
03款 01項 15目 000100000事業 低所得者支援給付金給付費

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　　　子育て世帯加算　　　　　　 50,000円×100児童

　　　新たな非課税世帯　　　　　100,000円×600世帯
　　　新たな均等割のみ課税世帯　100,000円×350世帯

　・電算処理業務委託料　　　　　　　　　　　　　　  400千円
　・低所得者支援給付金　　　　　　　　　　　　　100,000千円

　　　組戻手数料 　　　1,100円×30件
　・システム改修業務委託料　　　　　　　　　　　　  330千円

　・口座振込手数料　　　　　　　　　　　　　　　　　154千円 国庫支出金 15020101026 物価高騰対応重点支援地方創生 101,274
　　　口座振込手数料　121円×1,000件

101,274
　　（発送用）120円×1,000件
　　（返信用）120円×1,000件 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　・通信運搬費（郵便代）　　　　　　　　　　　　　　240千円 15 原材料費 合　計 101,274
　・消耗品費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　150千円 14 工事請負費
５．主な要求内容 13 使用料及び賃借料 予備費

12 委託料 730 730 27 繰出金

寄附金
　（補正予算のため省略） 11 役務費 394 394 26 公課費
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 10 需用費 150 150 25

09 交際費 24 積立金
　（補正予算のため省略） 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

３．事業費当初予算比較 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

06 恩給及び退職年金 21
２．根拠法令又は従来の経緯 05 災害補償費 20 貸付金

100,000 100,000
04 共済費 19 扶助費

　世帯に対し給付金の給付を行う。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　得者支援及び定額減税を補足する給付として、新たな非課税世帯、新たな均等割のみ課税 02 給料 17

補正査定
　「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令和５年11月２日閣議決定）に基づき、低所 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源

備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 6. 1.10～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

県支出金

101,274 101,274

財
源
内
訳

国庫支出金 101,274

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 101,274
事業

0001 低所得者支援給付金給付費 (簡略番号：016587) 区　　分 今回補正額

（単位：千円）
民生費 項 社会福祉費 15 低所得者支援及び定額減税補 所属 0101040100-0000 福祉介護課

101,274

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 1号補正 要求時



款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]
03款 01項 15目 000300000事業 定額減税補足給付金給付費

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　　　住民税　11,520千円

　・定額減税補足給付金　　　　　　　104,570千円
　　　所得税　93,050千円

　・システム改修業務委託料　　　　　　2,145千円
　・電算処理業務委託料　　　　　　　　　700千円

　　　口座振込手数料　121円×2,300件　　279千円 国庫支出金 15020101027 物価高騰対応重点支援地方創生 108,512
　　　組戻手数料　　　1,100円×60件　　　66千円

108,512
　　（返信用）　120円×2,300件　　　　　
　・口座振込手数料 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　　（発送用）　120円×2,300件　　　　　 15 原材料費 合　計 108,512
　・通信運搬費（郵便代）　　　　　　　　552千円 14 工事請負費
　・消耗品費　　　　　　　　　　　　　　200千円 13 使用料及び賃借料 予備費
５．主な要求内容 12 委託料 2,845 2,845 27 繰出金

寄附金
11 役務費 897 897 26 公課費

　（補正予算のため省略） 10 需用費 200 200 25
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 09 交際費 24 積立金

08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　（補正予算のため省略） 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

３．事業費当初予算比較 06 恩給及び退職年金 21
05 災害補償費 20 貸付金

104,570 104,570
２．根拠法令又は従来の経緯 04 共済費 19 扶助費

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　減税しきれないと見込まれる方への給付金を支給する。 02 給料 17

補正査定
　物価高騰による負担増を踏まえ、所得税、個人住民税の定額減税が行われることに伴い、 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源

備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 6. 4. 1～令 7. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

108,512
県支出金

108,512 108,512

財
源
内
訳

国庫支出金 108,512

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 108,512
事業

0003 定額減税補足給付金給付費 (簡略番号：016860) 区　　分 今回補正額

（単位：千円）
民生費 項 社会福祉費 15 低所得者支援及び定額減税補 所属 0101030100-0000 税務課

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 1号補正 要求時

- 27 -



- 28 -

款 03 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]
03款 02項 02目 000400000事業 児童手当支給事業

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

国庫支出金 15020202017 児童手当制度改正実施円滑化事 3,080

3,080
　修を行う。
　【児童手当システム改修業務委託料】3,080千円 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　年代の延長、及び第３子への支給額の増額等の対応を必要とするため、現行システムの改 15 原材料費 合　計 3,080
　児童手当法が大幅改正され、令和６年度内に施行されるにあたり、所得制限の撤廃や支給 14 工事請負費
５．主な要求内容 13 使用料及び賃借料 予備費

12 委託料 3,080 3,080 27 繰出金

寄附金
　（補正予算のため省略） 11 役務費 26 公課費
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 10 需用費 25

09 交際費 24 積立金
　（補正予算のため省略） 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

３．事業費当初予算比較 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

06 恩給及び退職年金 21
　児童手当法 05 災害補償費 20 貸付金
２．根拠法令又は従来の経緯 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　る生活の安定に寄与し児童の健やかな成長を資する。 02 給料 17
　中学校修了までの児童を養育している者に児童手当を支給することにより、家庭等におけ 01 報酬 16 公有財産購入費

46,959 46,959

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 民－児－その他 一般財源
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

補正査定

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債

208,560
県支出金 46,960 46,960

事業
302,480 2,380 300,100

財
源
内
訳

国庫支出金 3,080 205,480

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 3,080 299,400
0004 児童手当支給事業 (簡略番号：002044) 区　　分 今回補正額

1 1

（単位：千円）
民生費 項 児童福祉費 02 児童措置費 所属 0101040200-0000 こども家庭課

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 1号補正 要求時



款 04 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]
04款 01項 02目 000200000事業 予防接種事業

計 上 額

2,380

実施
計画

実施計画

５．主な要求内容
　予防接種健康被害給付金 補助金等の名称 新型コロナウィルス予防接種健康被害給付費負担金
　　医療費および医療手当　　2,380,000円 補助基本額 2,380 補助率 100.0% 補助金額

　（補正予算のため省略）
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況

３．事業費当初予算比較
　（補正予算のため省略）

　予防接種法

国庫支出金 15010203002 新型コロナウイルス予防接種健 2,380
２．根拠法令又は従来の経緯

2,380
　給付を行う
　 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　　定期（臨時）予防接種後の副反応により健康被害を受けた者に対して、医療費等の救済 15 原材料費 合　計 2,380
　・予防接種健康被害給付金 14 工事請負費
　 13 使用料及び賃借料 予備費
　　公費負担額（１回2,000円、12歳までは２回助成可） 12 委託料 27 繰出金

寄附金
　・生後１歳～中学３年生のインフルエンザ予防接種（任意接種） 11 役務費 26 公課費
　・風しん予防接種（大人、任意接種）公費助成5,000円。 10 需用費 25
　 09 交際費 24 積立金
　・風疹抗体検査及び第５期定期予防接種の実施 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　　　Ｂ類疾病：高齢者肺炎球菌、高齢者インフルエンザ 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　　　　　　　ロタウイルス、ＢＣＧ、小児肺炎球菌、子宮頸がんワクチン 06 恩給及び退職年金 21
　　　Ａ類疾病：四種混合、日本脳炎、麻疹風疹混合、ヒブワクチン、水痘、Ｂ型肝炎、 05 災害補償費 20 貸付金

2,380 2,380
　・個別予防接種（県内広域定期接種） 04 共済費 19 扶助費
　 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　の病状軽減に繋げるために必要な事業である。 02 給料 17

補正査定
　小児期から高齢期に至るまで、各種予防接種を実施することで、疾病の予防または罹患後 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 衛－保－その他 一般財源

備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 6. 4. 1～令 7. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債

70,612 70,612

県支出金

73,558 2,918 70,641

財
源
内
訳

国庫支出金 2,380 566

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 2,380 71,178
事業

0002 予防接種事業 (簡略番号：014108) 区　　分 今回補正額

（単位：千円）
衛生費 項 保健衛生費 02 予防費 所属 0101040300-0000 健康増進課

2,946

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 1号補正 要求時

- 29 -



- 30 -

款 04 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]
04款 01項 04目 000100000事業 母子保健事業

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　
　　負担金、補助及び交付金　2,000千円　100,000円×20件

　不妊治療費助成事業
　・年度当たり1回、限度額100,000円

2,000

５．主な要求内容 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　（補正予算のため省略） 15 原材料費 合　計 2,000
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 14 工事請負費

13 使用料及び賃借料 予備費
　（補正予算のため省略） 12 委託料 27 繰出金

寄附金
３．事業費当初予算比較 11 役務費 26 公課費

10 需用費 25
　母子保健法 09 交際費 24 積立金
２．根拠法令又は従来の経緯 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　・不妊治療費助成事業　2,000千円 06 恩給及び退職年金 21
　・不育症検査・治療費助成事業　R6スタート　200千円 05 災害補償費 20 貸付金

2,000 2,000
　・広場的事業（のびのびプレイルーム　フリールーム） 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
　・その他の相談事業（１歳児相談　健康デー　離乳食教室等） 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　・４か月児健診、１歳６か月児健診、２歳児歯科健診、３歳児健診 02 給料 17
　母性並びに乳児及び幼児の健康の保持及び推進を目的とし実施する。 01 報酬 16 公有財産購入費

8,529 10,529

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 衛－保－その他 一般財源 2,000
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

補正査定

事業期間 令 6. 4. 1～令 7. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債

874
県支出金 94 94

事業
21,497 1,850 19,648

財
源
内
訳

国庫支出金 874

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 2,000 19,497
0001 母子保健事業 (簡略番号：002345) 区　　分 今回補正額

10,000 10,000

（単位：千円）
衛生費 項 保健衛生費 04 母子保健費 所属 0101040200-0000 こども家庭課

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 1号補正 要求時



款 04 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]
04款 01項 08目 000100000事業 出産・子育て応援交付金事業

計 上 額

△75

実施
計画

実施計画

補助金等の名称 出産・子育て応援交付金（伴走型相談支援金）
補助基本額 △75 補助率 補助金額

５．主な要求内容 国庫支出金 15020302003 出産・子育て応援交付金 △50
　報償費　△100,000円（5,000円×20件） 都道府県支出金 16020301009 出産・子育て応援交付金 △25

△100
　（補正予算のため省略）

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 15 原材料費 合　計 △100
14 工事請負費

　（補正予算のため省略） 13 使用料及び賃借料 予備費
３．事業費当初予算比較 12 委託料 27 繰出金

寄附金
11 役務費 26 公課費

　母子保健法 10 需用費 25
　子ども・子育て支援法 09 交際費 24 積立金
　児童福祉法 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

２．根拠法令又は従来の経緯 07 報償費 △100 △100 22 償還金､利子及び割引料

06 恩給及び退職年金 21
　 05 災害補償費 20 貸付金
　応援交付金」を実施することになったため。 04 共済費 19 扶助費
　届出や出生届を行った妊産婦等に対し、経済的支援を一体として実施する「出産・子育て 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　まで切れ目のない支援を図るため、面談や情報発信等の伴走型相談支援を充実させ、妊娠 02 給料 17

補正査定
　国の令和4年度第2次補正予算において自治体の創意工夫により、妊娠期から出産・子育て 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 衛－保－その他 一般財源 △25

備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 6. 4. 1～令 7. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

1,957 1,932

県支出金 △25 1,957 1,932

11,328 960 10,368

財
源
内
訳

国庫支出金 △50 7,514

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △100 11,428
事業

0001 出産・子育て応援交付金事業 (簡略番号：016025) 区　　分 今回補正額

（単位：千円）
衛生費 項 保健衛生費 08 出産・子育て応援交付金事業 所属 0101040200-0000 こども家庭課

7,464

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 1号補正 要求時
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款 04 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]
04款 02項 01目 000300000事業 一般廃棄物減量化推進事業

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

５．主な要求内容
　ごみ集積所施設整備費補助金　100千円×10か所＝1,000千円

　（補正予算のため省略）
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況

1,000
３．事業費当初予算比較
　（補正予算のため省略） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

15 原材料費 合　計 1,000
　八千代町一般廃棄物減量等推進委員会規則 14 工事請負費
　八千代町一般廃棄物の処理業に関する規程 13 使用料及び賃借料 予備費
　廃棄物の処理及び清掃に関する法律 12 委託料 27 繰出金

寄附金
２．根拠法令又は従来の経緯 11 役務費 26 公課費

10 需用費 25
　る。 09 交際費 24 積立金
　啓発活動や、ごみ袋の有料化などによるごみ減量化への動機付けを継続して行う必要があ 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　これらの課題を解決するために、副区長に委嘱している一般廃棄物減量等推進委員による 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　なる施策推進が必須である。 06 恩給及び退職年金 21
　ど減量化への具体的な取り組みが必要とされているため、町でもごみの減量化に向けた更 05 災害補償費 20 貸付金

1,000 1,000
　また、施設を更新する際の国の補助金の交付要件には、ごみ袋の有料化やごみの資源化な 04 共済費 19 扶助費
　新は容易ではなく、稼働寿命の延命が課題となっている。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　可能残量もひっ迫している。しかしながらごみ処理施設の建設経費は莫大であるため、更 02 給料 17

補正査定
　プラスチック製品の増加によりごみの量は増加の一途を辿っており、最終処分場の埋立て 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

13,392 13,392
補助単独区分 目的区分 衛－清－その他 一般財源 1,000

備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 6. 4. 1～令 7. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債

2,622 3,622

県支出金

17,014 1,251 15,764

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,000 16,014
事業

0003 一般廃棄物減量化推進事業 (簡略番号：002483) 区　　分 今回補正額

（単位：千円）
衛生費 項 清掃費 01 清掃総務費 所属 0101030300-0000 環境対策課

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 1号補正 要求時



款 05 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]
05款 01項 03目 000800000事業 農業団体等支援事業

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

66,520
　・八千代町主力産品振興事業　66,520千円

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

５．主な要求内容 15 原材料費 合　計 66,520
14 工事請負費

　（補正予算のため省略） 13 使用料及び賃借料 予備費
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 12 委託料 27 繰出金

寄附金
11 役務費 26 公課費

　（補正予算のため省略） 10 需用費 25
３．事業費当初予算比較 09 交際費 24 積立金

08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　・強い農業づくり総合支援交付金交付等要綱 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　・儲かる産地支援事業費補助金交付要項 06 恩給及び退職年金 21
　・八千代町主力産品振興助成金交付要綱 05 災害補償費 20 貸付金

66,520 66,520
２．根拠法令又は従来の経緯 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　設整備の一部を支援。 02 給料 17
　１．農作物の作付拡大に取組む意欲のある生産者や団体等に、生産に必要な機械購入、施 01 報酬 16 公有財産購入費

67,323 133,843

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 農－業－農業農村整備 一般財源 66,520
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

補正査定

事業期間 令 6. 4. 1～令 7. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債
県支出金 30,126 30,126

事業
163,969 163,969

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 66,520 97,449
0008 農業団体等支援事業 (簡略番号：015705) 区　　分 今回補正額

（単位：千円）
農林業費 項 農業費 03 農業振興費 所属 0101050200-0000 産業振興課

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 1号補正 要求時
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款 06 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]
06款 01項 03目 000200000事業 イベント事業

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

1,500
　

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　・夏まつり補助金（増額）　1,500千円 15 原材料費 合　計 1,500
５．主な要求内容 14 工事請負費

13 使用料及び賃借料 予備費
　（補正予算のため省略） 12 委託料 27 繰出金

寄附金
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 11 役務費 26 公課費

10 需用費 25
　（補正予算のため省略） 09 交際費 24 積立金
３．事業費当初予算比較 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　・八千代町地域活性化等イベント開催支援補助金交付要綱 06 恩給及び退職年金 21
　・八千代町補助金等交付規則 05 災害補償費 20 貸付金

1,500 1,500
２．根拠法令又は従来の経緯 04 共済費 19 扶助費

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　振興などにより、町全体の活力を増進させることを目的とする。 02 給料 17

補正査定
　１．イベントを開催することにより、地域住民の融和と親睦を図る。また、文化や産業の 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 商－観光 一般財源 1,500

備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 6. 4. 1～令 7. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債

4,610 6,110

県支出金

6,110 6,110

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,500 4,610
事業

0002 イベント事業 (簡略番号：013990) 区　　分 今回補正額

（単位：千円）
商工費 項 商工費 03 観光費 所属 0101050200-0000 産業振興課

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 1号補正 要求時



款 07 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]
07款 01項 02目 000100000事業 道路維持修繕事業

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

126,000

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　 15 原材料費 合　計 126,000
　　工事請負費　125,000千円 14 工事請負費 125,000 125,000
　　委託料　　　　1,000千円 13 使用料及び賃借料 予備費
５．主な要求内容 12 委託料 1,000 1,000 27 繰出金

寄附金
11 役務費 26 公課費

　　（補正予算のため省略） 10 需用費 25
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 09 交際費 24 積立金

08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　　（補正予算のため省略） 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

３．事業費当初予算比較 06 恩給及び退職年金 21
05 災害補償費 20 貸付金

　　道路維持管理事業 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
２．根拠法令又は従来の経緯 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

02 給料 17
　　町道の維持管理に必要な委託料及び原材料費等。 01 報酬 16 公有財産購入費

96,270 222,270

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 土－道－道路 一般財源 126,000
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

補正査定

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債
県支出金

事業
226,150 44,111 182,040

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 126,000 100,150
0001 道路維持修繕事業 (簡略番号：003344) 区　　分 今回補正額

3,880 3,880

（単位：千円）
土木費 項 道路橋梁費 02 道路維持費 所属 0101050300-0000 都市建設課

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 1号補正 要求時
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款 09 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]
09款 02項 01目 000200000事業 小学校管理事業

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

100
　　　負担金　400,000円　減免額　300,000円（減免率　75％）
　 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　　中結城小学校公共下水道事業受益者負担金　　100千円 15 原材料費 合　計 100
５．主な要求内容 14 工事請負費

13 使用料及び賃借料 予備費
　　（補正予算のため省略） 12 委託料 27 繰出金

寄附金
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 11 役務費 26 公課費

10 需用費 25
　　（補正予算のため省略） 09 交際費 24 積立金
３．事業費当初予算比較 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　 06 恩給及び退職年金 21
　　学校教育法 05 災害補償費 20 貸付金

100 100
２．根拠法令又は従来の経緯 04 共済費 19 扶助費

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　あり、適切な維持管理を行うことで児童に安全で快適な教育環境を提供する。　 02 給料 17

補正査定
　　小学校の光熱水費や、学校医等の報酬等、小学校の維持管理や運営を行うための事業で 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

420 420
補助単独区分 目的区分 教－小学校費 一般財源 100

備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 6. 4. 1～令 7. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債

31,205 31,305

県支出金

31,725 4,391 27,335

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 100 31,625
事業

0002 小学校管理事業 (簡略番号：004063) 区　　分 今回補正額

（単位：千円）
教育費 項 小学校費 01 学校管理費 所属 0101080100-0000 学校教育課

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 1号補正 要求時



款 09 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]
09款 02項 01目 000300000事業 小学校施設管理事業

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

929
　　　　844,000円×1.1＝928,400円

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　　　中結城小学校空調新設工事一式　　929千円 15 原材料費 合　計 929
　　中結城小学校空調設備整備工事請負費 14 工事請負費 929 929
５．主な要求内容 13 使用料及び賃借料 予備費

12 委託料 27 繰出金

寄附金
　　（補正予算のため省略） 11 役務費 26 公課費
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 10 需用費 25

09 交際費 24 積立金
　　（補正予算のため省略） 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

３．事業費当初予算比較 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

06 恩給及び退職年金 21
　　令和3年度に「八千代町　学校施設の長寿命化計画」を作成 05 災害補償費 20 貸付金
２．根拠法令又は従来の経緯 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　増大につながるため、児童が安全に学校生活をおくる上で必須である。 02 給料 17
　　学校施設の老朽化に伴う維持補修は対応が遅れることにより、より深刻かつ修繕費用の 01 報酬 16 公有財産購入費

15,920 16,849

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 教－小学校費 一般財源 929
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

補正査定

事業期間 令 6. 4. 1～令 7. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債
県支出金

事業
16,849 5,566 11,284

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 929 15,920
0003 小学校施設管理事業 (簡略番号：015659) 区　　分 今回補正額

（単位：千円）
教育費 項 小学校費 01 学校管理費 所属 0101080100-0000 学校教育課

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 1号補正 要求時
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款 09 05 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]
09款 05項 01目 000500000事業 青少年健全育成推進事業

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　　　特別ゲスト出演料　1,000千円
　　　特別ゲスト諸経費　　500千円

５．主な要求内容
　・はたちのつどい実行委員会交付金　1,500千円

　（補正予算のため省略）
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況

1,500
３．事業費当初予算比較
　（補正予算のため省略） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

15 原材料費 合　計 1,500
　・八千代町青少年相談員設置規則 14 工事請負費
　・八千代町青少年問題協議会設置条例 13 使用料及び賃借料 予備費
　・茨城県青少年の健全育成等に関する条例 12 委託料 27 繰出金

寄附金
２．根拠法令又は従来の経緯 11 役務費 26 公課費

10 需用費 25
　「はたちのつどい」を開催する。 09 交際費 24 積立金
　ることで、大人としての自覚を促し、故郷八千代のよさを再認識することを目的として、 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　④若者の門出を祝福するとともに、二十歳になった若者たち自らが、式典を企画・実施す 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　。 06 恩給及び退職年金 21
　③単位子ども会及び町連合会の活動を支援し、青少年の健全育成と団体の育成を推進する 05 災害補償費 20 貸付金

1,500 1,500
　施することで、青少年期に育むべき、社会性を身につける。 04 共済費 19 扶助費
　②大自然の中で、さまざまな体験活動を行いながら宿泊体験事業（サマーキャンプ）を実 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　、健全で健やかな青少年の育成を図る。 02 給料 17

補正査定
　①青少年健全育成と非行防止を目的として、青少年相談員が相談業務や実践活動を実施し 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 教－社会教育費 一般財源 1,500

備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債

1,865 3,365

県支出金

3,365 59 3,306

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,500 1,865
事業

0005 青少年健全育成推進事業 (簡略番号：014350) 区　　分 今回補正額

（単位：千円）
教育費 項 社会教育費 01 社会教育総務費 所属 0101080200-0000 生涯学習課

歳出予算事業概要書令和 6年度 001 一般会計
現年 1号補正 要求時


